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（経営管理部地域振興課）
１　県の主体的な提案への意見対応

　（１）県・市地域政策会議

・県と市町が連携・協働して地域づくりに取り組むため、県内５地域において地域の施策に関する情報交換や各市町企画担当部局間での意見交換を行う「県・市町地域政策会議」を開催している。
・この「県・市町地域政策会議」において、県・市町の地方版総合戦略を推進する上で支障となっている規制を把握し、県・市町が主体的に地方創生に向けた規制改革の提案を行うため、市町にも総合戦略を推進する上で障害となる規制の検証をお願いするとともに、検証の結果、条例の改正や事務処理の改善の必要があるものについては、県が設置している規制改革提案の窓口へご提案いただくようお願いしている。
　（２）県職員の提案

　　　 「自分の仕事を減らし、県民サービスの向上を図る」という発想をもって、県職員自らが提案するよう、規制改革に関する提案を県職員に募っているところである。
　　　　
（３）国の地方分権改革への対応

　　　・地域の発意に根差した新たな取組を推進するため、個々の地方公共団体等から地方分権改革に関する提案を内閣府が募集しており、本県は制度創設の平成26年度以降毎年提案を行っている。（本県提案内容は次頁に記載）
　　
　＜参考：「提案募集方式」の概要・特色＞
＜本県提案事項＞
	 年
	№
	提案概要
	国対応（要旨）
	結果

	26
	１
	農地転用許可権限の移譲

（４ha超）
	当分の間、農林水産大臣との協議を付した上で、都道府県知事又は指定市町村長に移譲
	実現

	
	２
	農地転用許可に係る大臣協議の廃止（２ha超４ha以下）
	農林水産大臣との協議は廃止
	実現

	
	３
	農家レストランの

農用地区域内設置の容認
	国家戦略特別区域制度の下でその活用事例について、可能な限り速やかに効果を検証し、全国適用することを検討
	継続

検討

	
	４
	病床規制の特例に

よる病床の新設・増床の容認
	都道府県における地域医療構想の策定・運用状況を共有しつつ、今後の医療需要の増大や地域ごとに異なる実情を踏まえた医療提供体制の在り方について検討
	継続

検討

	
	５
	高齢者施設における障害者受入を拡大するための「通所利用定員」の基準の緩和
	対応不可
（ただし、介護保険法改正により、本県提案の通所利用定員の拡大（15人→18人）については実現）
	対応

不可

（一部別途措置）

	
	６
	高齢者施設における障害者受入を拡大するための「登録定員」の基準の緩和
	対応不可
（ただし、介護保険法改正により、本県提案の登録定員の拡大（25人→29人）については実現）
	対応

不可

（一部別途措置）

	27
	７
	基準病床数の算定にあたっての都道府県知事の裁量の拡大等
	対応不可
（ただし、H26対応方針に基づき、医療提供体制の在り方について継続検討）
	対応

不可

（継続検討）

	28
	８
	私人への徴収・収納委託が可能な歳入範囲の拡大
	政令を改正し、地方公共団体の貸付金の元利償還金に係る違約金等の徴収又は収納の事務についての私人委託可能範囲を拡大
	実現

	
	９
	工業用水道事業における雑用水供給に関する規制緩和
	対応不可
	対応

不可

	
	10
	総合特区推進調整費の支援期間の延長
	対応不可
（ただし、予算編成過程において、総合特区の目標次期の到来に伴う新計画による新規事業についても、支援期間を「平成32年度末まで」に変更する使途基準の見直しを実施）
	一部

実現

	29
	11
	浄水場発生土に関する規制緩和
	
	

	
	12
	自動車運転代行業に関する制度改革
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資料５





























